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第 6章　 加速するロシア北極圏での石油ガス開発の実情と
包含する課題

原田　大輔

1．はじめに
2014年 3月、ロシアによるクリミア併合に対して欧米は対露制裁を発動し、同年 7月及
び 9月には石油産業について将来的に石油生産ポテンシャルが見込まれる具体的三分野、
つまり、ロシア領内における大水深、北極海及びシェール層開発について、探鉱・開発関
連物品の禁輸、さらに役務の禁止に拡大されてきた。
対露制裁においてこれら三分野を欧米がターゲットとしたことが、図らずもロシアにそ
のような分野での巨大な炭化水素ポテンシャルがあることを世界に喧伝する結果となった。
既に 2008年には米国地質調査所が、北極圏には全世界の未発見資源量のうち、石油につい
ては 13%、天然ガスについては 30%が賦存し、ロシアが北極沿岸五カ国の中で総面積、海
氷条件、資源ポテンシャルの点で最も恵まれているとの調査結果を発表しているが 1、実際、
21世紀に入ってからの原油価格上昇とリーマン・ショック後の油価水準回復を受けて、ロ
シアの石油会社もその利潤を投入し、そのポテンシャルを裏付けるような成果を上げてき
ているのは確かだ。具体的には、Gazpromによるボヴァネンコフスコエ・ガス田（ヤマル
半島／陸上／ 2012年生産開始）2、Gazprom Neftによるプリラズロムノエ油田（バレンツ
海／水深 19m／ 2013年生産開始）3及びノヴォ・ポルトフスコエ油田（ヤマル半島／陸上
／ 2014年生産開始）4、Rosneft及び ExxonMobil（2014年 9月の欧米制裁発動後撤退）によ
る東プリノヴォゼメルスキー 1～ 3鉱区（カラ海／水深 40～ 350m／ 2014年大規模油ガ
ス賦存を確認）5、Gazprom Neft及び Rosneftによるメッソヤハスコエ油田（ギダン半島／
陸上／ 2016年東メッソヤハスコエ油田から生産開始）6、Rosneftによるハタングスキー鉱
区（ラプテフ海／水深 32m／ 2017年大偏距水平坑井技術による陸上からの試掘井掘削に
より油ガス賦存を確認）7、NOVATEKによるヤマル LNGプロジェクト（ヤマル半島／陸上
／ 2017年 LNG施設稼働開始）8及びアルクチク LNG-2プロジェクト（ギダン半島／陸上
／ 2023年 LNG施設稼動開始予定）9の推進である（図 1）。
しかし、順調に進んできたように見えるこれら北極開発もロシアが技術を有する陸上油
ガス田や浅海開発に限定される。2008年に制定された大陸棚開発をロシア国営石油ガス企
業に独占させることを目的とした戦略外資規制法により、Rosneft及び Gazpromはポテン
シャルの高い北極海鉱区を独占することに成功したが 10、その後の欧米制裁を受けて、現
在ほぼ全てのプロジェクトが凍結されているのが実際である。実際、活発に推進され、北
極海航路の活用と共に北極からの新たなエネルギーフローとして巷間を賑わすヤマル LNG
やアルクチク LNG-2プロジェクトだが、在来型油ガス田で生産コストは安くとも、北極圏
という遠隔地にあり、開発コストが高いことは否めない事実である。
北極海における上流開発には BBL当たり 70ドルは必要という認識が一般的であり、ロ
シア政府はこれらフロンティア開発に対して優遇税制を設けることで石油企業の参入を促
しているが、それは裏を返せば優遇税制が無くなれば立ち行かなくなるプロジェクトを抱
えているということに他ならない。さらに環境保全に対する対策も必要である。例えば、
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2010年に発生したメキシコ湾暴噴事故のような事態に対して、北極海という極限の環境で
は技術的な対応策をどの企業も持ち得ていないのが実情であり、そのことはプロジェクト
推進において新たな技術開発の他、保険・補償に対して更なる資金投下が必要であること
を意味する。
地球上における炭化水素ポテンシャルの最後のリゾートであるこの地域の開発は石油会
社にとって魅力的であるのは確かだが、欧米制裁による制限をはじめ、現時点ではその開
発はロシア政府による支援無くしては進められないのが実際であり、純粋な経済性だけで
は計れないリスク、フロンティアであるが故に乗り越えなければならない様々な課題を包
含している。

2．北極石油開発を対象とする欧米制裁の発動と終わりなき米国の追加制裁
2014年 3月、ロシアによるクリミア併合、そしてウクライナ東部の紛争鎮静化を目指し、
欧米はロシアに制裁を課し、今に至る。当初、個人・企業に対する入国制限、資産凍結であっ
たが、7月に発生したウクライナ上空でのマレーシア航空機撃墜事件を受け、ロシアの経
済活動の根幹である石油産業をターゲットとした制裁に先鋭化した。具体的には ｢将来的
石油生産ポテンシャルのある｣ 分野、すなわち大水深（500フィート（米）／ 152m（EU）

図1　北極圏で立ち上がるロシアの石油ガスプロジェクト

（出典）筆者取り纏め
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以深）、北極海（米）・北極圏（EU）、そしてシェール層開発に必要な資機材について 7月
から実質的禁輸措置が実施された。これまで述べてきた通り、減退する可能性の高いロシ
アの原油埋蔵量に対してロシアが期待を寄せているのが現在の主力生産地域と分布が重な
るバジェノフ層におけるシェール層開発や地球上に残された最後の資源ポテンシャルを有
する北極海であり、欧米制裁は外資の技術なくしては開発が進まないエリアを狙うことを
目的とした制裁となるはずだった。また、将来的な石油ポテンシャルをターゲットとし、
天然ガスを対象外とした背景には、実際の原油・天然ガスの禁輸措置を行う場合にはその
受益者となる欧州諸国が損害を蒙ることに対する配慮があったと考えられている。
同年 9月には更に踏み込んだ制裁として資機材の禁輸を役務（サービス）にまで拡大し
た。この欧米によるロシアへの更なる圧力のトリガーとなった出来事として、Rosneftと
ExxonMobilが 2011年に合意した戦略的協力協定に基づき、8月からカラ海で掘削開始とい
う発表を行ったことが挙げられる 。欧米としては制裁の抜け道（バックフィル）を許さな
いことを示すために制裁に役務を含めることで ExxonMobilを同プロジェクトから撤退さ
せることを目的としたものだった。実際、制裁発動（9月 12日）から 2週間の猶予が与え
られ、ExxonMobilは撤退を余儀なくされたが、同プロジェクトでは猶予期間内で掘削を完
了するべく作業が続けられた。結果、Rosneftは 2週間の猶予期間が終わるや否やセーチン
社長による単独会見を開催し、大規模油ガス田の発見を発表し 、奇しくも制裁発動直後に
北極海の有望なポテンシャルが判明することとなった 11。
その後、米国と EUの制裁の足並みが乱れる。ロシアに圧力をかけ、クリミア併合の解
消を目指すのが制裁の目的だが、特に全会一致で更なる制裁（もしくは解除）を決定する
EUは、実効性が見えず、対露制裁によるビジネス界の反発もあり、更なる制裁の追加に
消極的となっている。それは同年の 12月に米国が ｢ウクライナ自由支援法｣ を制定し、外

図2　石油ガス産業をターゲットとする欧米の対露制裁
（2014年 3月クリミア併合を受けた措置）

（出典）米国政府（国務省及び財務省）及び欧州連合による制裁規定から筆者取り纏め
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国企業をも米国制裁の対象とすることができるようになった一方で、EUは既存制裁の対
象個人・企業の拡大に留まったことにも現れている。その後、2015年 2月に独仏露宇 4者
による ｢ミンスク合意Ⅱ｣ が結ばれるも、結果が出ないまま、米国は Rosneft、Gazpromの
子会社を特定（2015年 7月、2016年 9月）、Gazpromと Shellが資産スワップに合意したガ
ス田・南キリンスキー鉱床を輸出規制対象に加えてきた（2015年 8月／以降、石油だけで
なくガスも対象となる）が、EUは既存制裁の継続を続けるのみとなっている。
追加制裁（対象個人・企業の拡大）を継続する米国は、2017年 7月、2014年 5月に

ExxonMobilが米国制裁対象リストである SDN（特定国籍指定者）に登録されたセーチン
社長とビジネスを行ったこと（契約等 8文書を締結）に対して制裁金（2百万ドル）を科
す処分を決定した 12。これは 2014年に始まった米国の対露制裁において違反した米国企業
が特定され、具体的な罰金を科した初めての例となり、米国の制裁が形骸化したものでは
ないことを示す出来事となった一方、その流れ玉は米国企業という身内に当たるという対
露制裁の皮肉な結果を示すことにもなった。
また、8月には「制裁による米国敵性国家対抗法」（H.R.3364／ Countering America’s 

Adversaries Through Sanctions Act）にトランプ大統領が署名し、これまで米国人だけに適
用されてきた分野別制裁（大水深、北極海、シェール層開発の禁止）が外国人に対しても
対象となった（二次制裁）。さらに Rosneftのような国営企業が保有する鉱区への参画に際
して外資に必要とされる同国営企業の子会社（鉱区ライセンスホルダー）への出資が、国
営企業の民営化促進と見做される場合やロシアからのエネルギー輸出パイプラインへの資
金・技術供与に対しても制裁を課すものである 13。
ロシアによるクリミア併合が解消される実現性が極めて低い現状において、制裁は長期
化するという見方が趨勢だが、今年実施されるウクライナ大統領選挙が制裁解除に向けた
鍵を握るかもしれない。上述のミンスク合意Ⅱではウクライナ東部地域の紛争鎮静化の条
件として、東部二州（ルガンスク及びドネツク）に対して自治権を付与することが定めら
れている。憲法改正が必要となるこの手続きについてウクライナ大統領選を通じて信任を
問い、最終的に自治権を付与することができる場合には一部制裁解除という動きも出てく
るだろう。しかし、この条件は他ウクライナ東部諸州も自治権を獲得したいという欲求を
呼び覚まし、混乱を引き起こすトリガーともなり得ることに留意が必要である。
制裁を強化し続けてきた米国だが、2018年 12月には 2014年の対露制裁発動から初めて
制裁対象（SDN：特定国籍指定者）3企業の解除という措置を打ち出したことは特記に値
する（執筆時点）。対象は同年 4月に SDN指定となった寡占資本家オレグ・デリパスカ傘
下の投資会社 En+及び世界第二位のアルミ生産企業 Rusal、電力会社 EuroSibEnergoの 3社
であり、その世界経済への影響に鑑み、前英国エネルギー気候変動大臣のグレゴリー・バー
カー卿を代表とする制裁解除の請願が行われ、対象企業に対するデリパスカの支配構造を
排除する方策を検討し、米国政府（財務省）との間で文書締結、実行に移したことを評価
した結果として、財務省から議会に対して解除勧告が出されたものである 14。デリパスカ
の保有する 3社に対する制裁が解除された理由＝支配権の排除を明確化しており、今後制
裁が解除される条件と方法の可能性も示すものでもある。民主・共和両党の反対議員によ
る差し止め動議が出され、勧告期限の 30日を経過したが、最終的に 1月 27日、財務省（外
国資産管理室：OFAC）は制裁リストからの除外を発表している 15。
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3．原油価格は北極資源開発のバロメータ
北極資源開発といっても、そのプロジェクトが陸上にあるのかオフショアなのか、既存
パイプラインインフラに近いのか全くない僻地にある鉱区なのか、資機材輸送のための河
川・海岸・湾に近接なのかどうかで、プロジェクト成立のハードルは全く異なる。陸上プ
ロジェクトで既存パイプラインインフラに近ければコストは抑制され、到達するにも道路
工事から始まり、重機の持ち込みが制限される場合や開発ウィンドウが海氷条件によって
限られるオフショアのようにプロジェクト期間も変動リスクを持つ場合には莫大な資本投
下が必要となる。

2017年 3月、アルハンゲリスクで開催された国際北極フォーラムでノヴァク・エネルギー
大臣は「エネルギー省の試算によれば、北極海における生産コストは 70～ 100USDのレイ
ンジになる。しかし、重要なことは、生産コストは固定された価値ではなく、技術進歩や
需要といった多くの要因によって、大きく変わるもの。北極開発が産業レベルで進み、（開
発のための）サービスセンターやインフラ、技術革新が実現されれば、価格は下がるだろう」
と述べている 16。さらに、図 3は IEAによる原油のソース別生産コストと可採埋蔵量の相
関関係を示したもので、北極資源開発の幅を BBL当たり 40ドルから 100ドル程度の幅（平
均 70ドル）で表している。これが、上記の陸上プロジェクトからオフショアプロジェクト
の幅と考えることができるだろう。
すなわち原油価格を北極資源開発のバロメータとして捉え、現在の油価レベル（執筆時
点ではWTIが 50ドル前半、ブレントが 60ドル前半で推移）や今後の価格見通しを見るこ
とで、北極における上流プロジェクトが問題なく進むかどうかを推察することができる。
また、ロシアでは次章で詳しく述べる通り、欧米メジャー等がロシア国営石油会社の
ファームアウトに応じて、北極海での上流開発事業に参画してきた。そのタイミングを油
価と共にプロットしたものが図 4だが、それら外資も 70ドル以上、100ドルレベルの高油
価の際に参画の決定を行っていることも、北極資源開発に必要な油価レベルを実際に示す
ものと言えるだろう。

4．注目される北極海資源の背後で：油価と政治が開発を左右
ロシア政府は油価が史上最高値を付けた 2008年に戦略外資規制法を成立させ、北極海を
含む大陸棚の開発を国営石油ガス会社（主に Rosneftおよび Gazprom）に限定・囲い込み
を画策した。結果、大陸棚開発の知見を持ち、ロシアのフロンティアポテンシャルを有望

図3　IEAによる原油の生産コストと可採埋蔵量の相関関係

（出典）IEA資料に筆者加筆
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視するメジャー各社は、これら国営企業との共同事業を興している。冒頭の Gazprom Neft
によるバレンツ海での原油生産開始や Rosneftによるカラ海での試掘成功、そして北極海
全般での新たな鉱区付与等、2008年の戦略外資規制法が成立して以降、ロシアにおける北
極海開発についてのメディア露出が多くなっているのは確かだ。しかし、その実際を読み
解くと北極開発は油価と政治によって左右されている実情も見えてくる。
例えば、Rosneftは 2011年に入り急速にカラ海での外資メジャーとの協力事業を模索し
始め、2011年 1月には BPと（追って TNK-BPのロシア側株主である TNK側と BPが、
Rosneftと BPとの共同事業は株主間協定に違反することを理由に株主訴訟問題に至り不成
立に 17）、同年 8月には破談になった BPとの協力内容を引き継いだ ExxonMobilと、翌年
4月にはイタリア ENIとバレンツ海および黒海探鉱で提携し、さらに 5月にはノルウェー
Statoilとバレンツ海およびオホーツク海での共同事業に合意した。プーチン大統領が当期
就任（2012年～ 2018年）する直前に矢継ぎ早にこれら欧米メジャー 3社と北極海におい
て共同事業を進める協定に調印したことは今も同社ウェブサイトのトップセールスとして
大々的に掲げられている 18。では性急とも言えるほど Rosneftが意欲的に大陸棚開発へ乗り
出した理由は何か。その背景には、実はプーチン大統領が大統領第一期（再選時：2004年
～ 2008年）の終盤に大統領として署名した前述の戦略外資規制法の改正とそれに伴う関連
法制の改正 19が大きく影響していると考えられる。2008年は原油価格が上昇し、同年 7月
にはWTI原油先物価格が瞬間的に史上最高の BBL当たり 147ドルをつけた。
石油会社はポテンシャルのある鉱区の獲得に我先に乗り出し、最も有望と言われてきた
大陸棚については国営石油会社 Rosneftおよび Gazpromのロビー活動と資源を囲い込むロ
シア政府の思惑が一致し、同法改正にて事実上大陸棚開発を行える企業を両社に限定する
ことに成功する。しかし、同年 9月にリーマン・ショックが発生し，2009年 1月には原油
価格は一時的ながら 30ドル前半まで急落してしまった結果、開発技術を有さない両社は北
極海大陸棚開発どころではなくなった。そして時は経ち、2012年 5月プーチン首相が大統
領として復活する。Gazpromは同法改正前からバレンツ海・シュトックマン・ガス田開発
を進めており、まがりなりにも大陸棚開発に取り掛かっていたが、Rosneftは法改正後の 5

図4　原油価格の推移と外資メジャーがロシア北極海開発に参画したタイミング

（出典）筆者取り纏め
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年間、何もして来なかったに等しい。折角両社に大陸棚開発を独占させたのにこの 5年間
何もして来なかった Rosneftに対してどのような「お仕置き」が下るのか、恐れた Rosneft
幹部は 2012年 5月のプーチン大統領再就任に至る直前、矢継ぎ早に欧米メジャーとの開発
に合意し、形だけでも取り掛かっているというスタンスを作り出したと読むことも可能だ。
天然ガスプロジェクトを推進する Gazpromの状況はどうか。北極圏という厳しい環境下
での LNGプロジェクトとしてはバレンツ海にてノルウェー Equinor（旧名 Statoil）が進め
るスノーヴィット（白雪姫）LNGプロジェクト という前例があるが 20、同プロジェクトで
さえ、1984年に発見された同ガス田の開発が始まったのが 2001年、その後 2007年に生産
を開始するも、トラブルが続き現在も当初予定されていた総容量の 7割程度しか稼動して
おらず、最近まで技術的な問題への対応を迫られてきたと言われている 21。Gazpromはス
ノーヴィット LNGプロジェクトの知見を活かすべくノルウェー Statoilをフランス TOTAL
とともにパートナーに迎え、2008年からシュトックマン・ガス田開発を進めてきたが、米
国シェールガス革命の余波と欧州需要の減少、技術的課題から、現在はほぼ無期延期とい
う状況に追い込まれている状況にある（図 5の通り、2012年 Statoilが、2015年 TOTALが
撤退を決定している）。
このように見てくると、現在順調に進んでいるのは冒頭触れた陸上油ガス田開発（ボヴァ
ネンコフスコエ・ガス田、ノヴォ・ポルトフスコエ油田、メッソヤハスコエ油田、ヤマル
LNGプロジェクトの供給ソースである南タンベイスコエガス田及びアルクチク LNG-2プ
ロジェクトの供給ソースであるウトレニエガス田）及び浅海油田（プリラズロムノエ油田）
に限定される。その中でも、2017年の LNGプラントの完成と稼働開始を大々的に祝った
ヤマル LNG、そして 2019年に FID（最終投資決定）を控えるアルクチク LNG-2は群を抜
いて巷間を賑わしているが、これらプロジェクトはロシア政府によりかつてない程の優遇
税制を適用されて推進される補助金プロジェクトであり、油価低迷時や免税というゲタを

図5　注目される北極資源の背後で：油価と政治が開発を左右

（出典）筆者取り纏め
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脱げば経済合理性を見出すことは難しい。

5．ロシアが身を切りながら進める北極資源開発
ロシアが北極資源開発に対して与えている最大の優遇税制とはどのようなものか。図 6
はロシアにおける上流開発で適用される現在の主税（資源抽出税、輸出税及び法人税）に
ついて、通常課税とフロンティア地域であるヤマロ・ネネツ自治管区（ヤマル半島及びギ
ダン半島も含まれる）に適用されている優遇税制の現状を比較したものである。
このように LNGプロジェクト及びその天然ガス生産に随伴して生産されるコンデンセー
トについては生産開始から一定量（250BCM）・一定期間（12年間）に達するまでは低減さ
れた法人税しかかからず 22、投資額が大きくともその期間で十分にコスト回収の可能性が
高いスキームが提供されている。そもそも優遇税制自体は難易度の高い地域で産油ガス国
が外資誘致と開発促進のために導入することが一般的ではある。しかし、そのようなプロ
ジェクトはこれら優遇税制が終了または剥奪された場合には経済性が見込めず、そのプロ
ジェクトの将来性に政府が深く関与することを意味する。ロシアは G8の中で唯一原油価
格を政府財政指標に取り入れている国であり、原油価格の上下が国の歳入を左右する。結
果、石油ガス産業からの税収確保は極めて重要であり、原油価格下落時には同産業への締
め付けが強くなる。そのような場合には税制改革が断行される傾向があり、朝令暮改の税
制として外資だけでなくロシア企業にとっても大きなリスクとして認識されている。この
ような優遇税制政策を政府保証と見るか、一時的な措置と見るかによってヤマル LNGプ
ロジェクトやアルクチク LNG-2プロジェクトの評価は大きく変わってくる。
また、なぜロシアがここまで身を切る形でフロンティア地域に最大限の優遇税制を付与
し開発を誘引しようとしているのだろうか。そこにはロシアが直面している深刻な課題が
ある。まず、原油については今後 5年以内にピークを迎え、減退していく見通しであると
いう課題であり、二つ目に天然ガスについては、生産は堅調な増加が見通されているが、
西シベリアの既存生産地域が減退を迎える中で、今後難易度の高い地域への移行が控えて
おり、生産コストの上昇も見込まれること、さらに 1990年をピークに市場シェアの縮小に
歯止めがかからないという現実である。
図 7では上段に原油生産量（左図）と世界供給に対するシェア、そして右図では IEAに

図6　ロシア政府がフロンティア開発で適用する優遇税制策

（出典）ロシア税法典等から筆者取り纏め
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よる 2040年までの生産見通しを示した。下段は同様に天然ガスの統計をプロットしたもの
である。この中で目を引くのは二つの減少曲線である。まず、右上の原油の生産見通しを
見ると正に 2018年～ 2019年をピークとして、減退が始まり、2040年には 10%以上減少す
ることが予想されている。これはこのままでは新規開発が既存生産量をカバーできず、原
油生産量補完のために北極海やシェール層開発といったロシアに残されたポテンシャル・
フロンティア開発が急務であることを示している。また、左下の減少曲線はロシアの天然
ガスの世界における供給シェアの推移を表しており、1990年の 31%をピークに減少傾向
が続き、過去平均でも 23%あったシェアが足元では 17%まで落ち込んでいる。この背景
には、主要供給先であるドル箱の欧州市場に対し、北海、北アフリカ及び中東といった地
域からの新規天然ガス供給が加わり競争が激化していることが挙げられる。さらに中央ア
ジアからも追加供給が、今後米国産シェールガスの LNG輸入も見込まれることから、競争
は更に厳しくなるだろう。このような中、ロシアはヤマル LNG及びアルクチク LNG-2プ
ロジェクトをはじめとするフロンティア地域の上流開発に優遇税制を適用することで、原
油開発プロジェクトを推進（これら LNGプロジェクトからも相応の液分（コンデンセート）
生産が見込まれる）し、更に欧州市場に対してパイプラインだけでなく、ロシアのパイプ
ラインインフラの届かない国（英国、フランス、スペイン等）を中心に LNG販売による
市場拡大を進めていくという意図がある。
なお、蛇足ながら、2016年から OPECとの協調減産が報道上でもクローズアップされて
きた。しかし、余り注目されていないが、ロシアは減産を表明しながら、巧みにその基準
点を高い時点で設定することでソ連解体後の最高レベルの生産量を達成しているのが実際
である。元々、ロシアは一国一国営石油ガス会社ではなく、複数の垂直統合型石油ガス会

図7　ロシアの原油天然ガス生産量：実績と見通し

（出典）BP統計及び IEA資料から筆者取り纏め
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社による、一部独占も認めている特殊な石油ガス産業構造を有しており、政府による生産
調整は関連税の増減を通して行われるもので、その効果にもタイムラグが生じるものだ。
また、これら企業は株式上場しており、政府の一存で減産命令を出しても株価に影響が出
ることや、冬季においては生産停止により井戸が凍結してしまい、生産再開にメンテナン
スが必要となる特殊な事情もあることから、おいそれと従うわけにもいかない。そのよう
な事情を抱えるロシアが、どのように OPECとの協調減産を実現しているのかを示したの
が図 8である。2016年 12月の第一回協調減産合意の際には 2016年 10月にその基準生産
量を設定しているが、同 8月から 2カ月で急に日量 34万 BBLも生産量が急増しているこ
とが分かる。同合意では日量 30万 BBLの減産であったので、実際は差し引き 4万 BBLの
増産となっていた。その後、2017年 8月までに自然減もあり日量 33万BBLまで減産したが、
その後、2018年10月までに日量51万BBLまで増産し、ソ連時代を含め史上最高の生産量（日
量 11.43百万 BBL）を記録した。第二回合意ではこの最高点を基準生産量として設定し、
ここから 23万 BBL減産することに合意しており、言い換えれば、ロシアは減産するものの、
実際は 2016年来の最高生産水準を維持することができる合意内容となっていることが分か
る。

6．躍進する NOVATEK：その背景
ヤマル LNGプロジェクトの推進と実現によって有名となった NOVATEKは、モスクワ

図8　ロシアの原油生産量の推移とOPEC協調合意のタイミング

（出典）エネルギー省統計から筆者取り纏め
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南東 1000kmにある原油パイプライン要衝の地でもあるサマーラ州を基盤に 90年代に設
立された会社を母体とし、ミヘルソン社長の手腕の下、当時未開発だった西シベリア北
方（ヤマロ・ネネツ自治管区）のガス資産を中心に油ガス田を買収しながら、資源価格高
騰も追い風に発展してきた民間企業である。また、これらガス資産から生産されるガスを
Gazpromに国内価格（国際価格の 3分の 1程度）で供給し 23、現在も Gazpromとも資本関
係を有し、法律で決められた範囲で Gazpromの領分を侵害せず、むしろサポートする形で
成長してきたことも特徴として挙げられるだろう。
大きな転機が訪れるのは、プーチン大統領（政府）とのコネクションが生まれる 2005年
から 2006年、ロシア政府が同社を欧州市場の確保という戦略ツールとして活用できると判
断したことが大きい。2005年、同社は IPOを実施し、プーチン大統領（サンクト派として
大統領を支える政商チムチェンコが大株主に）との接点が生まれる。これは、現在の欧米
対露制裁の原因であるクリミア併合の遠因となる 2006年ウクライナ供給途絶問題直前であ
ることも注目に値する。90年代から欧州連合ではエネルギー委員会を中心に自由市場の拡
大による低廉安価なエネルギーの確保を進めてきた。その柱は競争原理の促進、インフラ
への第三者アクセス（パイプライン、電力網）であり、従って、上流・中流（パイプライ
ン）を独占する Gazpromが欧州連合の中のこの流れの中で障害となるのは自然の流れだっ
た。更に政治的にも特に NATOの東方拡大問題、旧東欧諸国での嫌露感の燻りから、天然
ガス供給者としてのロシア離れ・Gazprom外しが加速していく。それを決定付けたのが、
2006年、2009年のウクライナ供給途絶問題（2005年に新欧政権であるユーシェンコ大統
領が当選し、ロシアとの関係が悪化していく政治問題を背景に、ウクライナがロシアと合
意したガス売買契約を遵守せず、支払いを停滞させ、ガスを抜き取るという商業問題とロ
シアは欧州に対してガスを止めたわけではないのにもかかわらず、欧米からは弱者ウクラ
イナをいじめるロシアという構図での外交問題に発展。これが、親露で次期政権を執った
ヤヌコーヴィッチ大統領による欧州連合との 2013年の連合協定破棄とロシアからの財政支
援受け入れへの舵切りに繋がり、2014年 2月のウクライナ政変（ヤヌコーヴィッチ大統領
失脚）とロシアによるクリミア併合、そして、欧米制裁発動へと繋がっていく）が発生し、
欧州は 2011年には所謂「第三次エネルギーパッケージ（生産者及び輸送者の分離を義務づ
けるものであり、つまり、暗に独占企業体である Gazpromを対象とするもの）」を採択し
た 24。これを受けて、ロシアが対欧州政策として、現在も進めているのが、以下の 3点で
あり、NOVATEKと同社が推進するヤマル LNGプロジェクトやアルクチク LNG-2プロジェ
クトはその重要な戦略ツールを担っていることが分かる。

① 見かけ上の独占の解消：Gazpromが独占するガス輸出（06年ガス輸出法＜ N117-
ФЗ＞にて統一供給システムを有するもの（パイプラインを所有する =Gazprom）
だけが輸出できると規定 25）に競争相手を入れることで、見掛け上、独占状態を解
消⇒第二位のガス生産企業 NOVATEKに白羽の矢が当たる（LNG輸出の自由化／
この他、Rosneft、Gazprom Exportにも輸出権を付与 26）。

② 見かけ上の独占の解消：Gazpromが保有する統一供給システム（パイプライン）へ
の第三者のアクセスを形上認める。実際は Gazpromがエージェント契約を結び、
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図9　NOVATEK発展の系譜

年

NOVATEK
ミヘルソン社長動向 チムチェンコ氏動向 ロシア政府

　

1955年 ダゲスタン共和国生まれ
52年アルメニア共和
国生まれ

1994年 西シベリア北方からヤマルに
かけての油ガス田資産買収を
継続。

NOVAfi ninvest設立 

95年フィンランドに
て石油取引会社設立
（サンクト時代のプー
チンと接点の可能性）

1997年 Gunvorを設立

2000年 プーチン大統領就任

2002年 最初のヤマル開発計画策定

2003年 NOVATEKへ改称

2005年
IPO実施。この時点でミヘルソ
ンが 35.5%を保有

NOVATEK株式買収開
始。ミヘルソンとの
関係構築

Nord Stream建設合意

2006年 19.4%を Gazpromが買収 ウクライナ供給問題

2007年 油価高騰を受け、成長。ヤマ
ル半島・ギダン半島の資産を
継続・優先買収
　Purneftegasgeologiya
　Tarkosaleneftegas
　Khancheyneftegas
　Yurkharovneftegas、他

投資会社 Volga Group
設立

『包括的ヤマル半島開発計
画』始動
South Stream建設合意

2008年

この時点で NOVATEK
の 23.5%を保有

ウクライナ供給問題
ヤマル LNGプロジェクト
始動を発表2009年

2010年
この時点でミヘルソンが 27.2%
を保有。Gazpromからガスケミ
Sibur買収に合意（75億 USD）

『ヤマル半島における LNG
事業開発総合計画』に大統
領署名

2011年

欧州による第三次エネルギーパッケージを採択

TOTALが Gazprom保有分最
大 19.4%買収に合意（65億
USD）
ヤマル LNGにも 20%参画

Nord Stream稼働開始

2013年 ヤマル LNGの FID発表 Nabucco計画キャンセル

2014年
米国制裁（SSI）に NOVATEK
が指定

米国制裁（SDN）に
指定

South Streamキャンセル
⇒ Turk Streamへ変更

2017年 ヤマル稼働開始

（出典）筆者取り纏め
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タリフを徴収する形。なお、この点は Rosneftをはじめ石油会社からもパイプライ
ン開放に今なお強い圧力がある。

③ 欧州諸国の足並みを崩すため、ロシア企業に欧州企業（ビジネスを中心とした
親露の独、伊、仏）との資本・戦略提携を進めさせる。NOVATEKについては
Gazprombankが株式を保有していたが、その一部をベースにフランス TOTALに売
却し、最終的に 19.4%（役員 2名を派遣）をTOTALが保有。GazpromにもドイツE.ON、
イタリア ENIがマイノリティシェアで参画。

7．北極海航路活用の特徴
NOVATEKがヤマル LNG及びアルクチク LNG-2プロジェクトにおいて、当初夏季のウィ
ンドウを活用した輸出ルートとして検討し、現在は砕氷機能付き LNGタンカー（アイス
クラス／ ARC4～ 7）の就航により通年の活用を前提としている北極海航路は、ヤマル半
島・ギダン半島からカラ海、ラプテフ海、東シベリア海及びチュクチ海を経てベーリング
海峡に至るもので北東航路とも呼ばれる。NOVATEKは、船体が重く、通常 LNGタンカー
に比べて経済性の劣る砕氷機能付き LNGタンカーの使用を最適化するべく、ヤマル LNG
プロジェクトで活用されているベルギーのジーブルジュ LNGターミナルでの通常 LNGタ
ンカーへの積み替えスキームを、今後、カムチャツカ、ムールマンスク及びドイツのロス
ストックにて積み替えターミナル建設と共に実現していく考えだ。

図10　NOVATEKが提案する北極海からの新たなLNG輸送スキーム

（出典）Fluxysウェブサイト、NOVATEKによるプレゼンテーション及び BP統計 2018より筆者取り纏め
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北極海航路は温暖化による海氷条件の改善に伴い、活用が急速に増加しているのは確か
だが、これまではヤマル LNGプロジェクト建設とモジュール輸送による「特需」があっ
たのも確かだろう。図 11は北極海航路の輸送実績を隻数及び輸送トン数で示し、スエズ運
河との比較を示したものだが、北極海航路が注目を集め始めた 10年前から増加傾向を示
し、2012年には世界で初めて同航路を経て、LNG船が九州電力へ LNGを搬送するという
Gazpromによるイベントも行われたものの 27、2013年をピークに急減していき、その後、
ヤマル LNG特需によって航路の活用が微増してきた。また、スエズ運河の運航実績と比
べれば、正に蟻と象という状況であることが分かる。この背景には欧亜間での物資海上輸
送を想定した場合、スエズ運河ではアジア・中東の各需要地で物資を中継・積み出すこと
が可能であるため、更にビジネスの選択肢が広がる一方、北極海航路ではそのような需要
地・人口集中地はなく、資源の積み出し又は欧亜間で夏の気象条件の良い時にスエズ運河
より早く輸送したいという特殊な非定期物資に限られてしまうという事情があると推察さ
れる。また、カーゴ単位で様々なものを輸送できる物資と異なり、原油・コンデンセート・
LNGといった資源輸送ではそれ専用のタンカーを使用しなければならない。従って、その
輸送も一方通行・片道は空輸送となり、他物資を搬送できるスエズ運河経由の物流ルート
に比べ、限定的にならざるを得ないというのが北極海航路の実際であろう。

2017年 11月にヤマル LNGプロジェクトが稼働を開始し、12月から LNGのデリバリー
が開始され 1年が経過した。市場関係者はその間どのようなスキームで輸送が行われるの
か、夏季航行のウィンドウはどれくらい開いているのか、輸送コストはどの程度かかるの
か、所謂北極海航路におけるパイロットプロジェクトとして同事業の動向を見守ってきた。
現時点では、公開されている情報も限られているため、断定的なことは限られているが、
北極海航路の輸送については次のような課題も包含されていると言えるだろう。

① 欧州向け及びアジア向け（北東航路）では欧州向けの方が運用リスク低く魅力的か。
温暖化により氷の面積が縮小する傾向にある結果、夏季の輸送期間が長くなりつつ
あり、原子力砕氷船及びディーゼル砕氷船の稼働領域も増加している。また、砕氷
機能付き LNGタンカーの就航も増えていく。他方、冬季の厚氷は依然変わらず、
水深によって喫水の制限が生じることにも留意が必要であり、船舶の喫水が 11メー
トルより深い場合には更に北極寄りのルートを取る必要があることから、更に航行

図11　スエズ運河と北極海航路（NSR）の運用実績比較

（出典）NSR Information Offi ce及び Suez Canal Authority筆者取り纏め
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期間が制限される。また、ヤマル LNGプロジェクトからのカーゴの大半が過去 1
年で欧州向けとなっていることも、運用面でのアジア向けデリバリーの難しさを裏
付けている可能性がある。

② 新たな輸送スキームの実現性と輸送コスト設定。
図 10右下の天然ガス価格推移に関するグラフでは、ヤマル LNGプロジェクトから
の LNG生産・積み替え・輸送に係る費用を最大 6ドル／百万 BTU程度と試算し
た。北極海航路の輸送コストでは砕氷機能付き LNGタンカーの航行速度を 20ノッ
ト（約時速 40km）から氷で閉ざされる場合の 5ノット（10km）と季節間と海氷条
件で幅があることから 20ノットの場合を NOVATEKの前提としている 1.7ドル、
通年ではその倍の 3.5ドル程度と仮定しているが、現在のアジア太平洋市場の価格
が 10ドル程度で推移していることを考えれば、同プロジェクトに優遇税制が適用
されれば十分にペイするレインジにあると言えるだろう。他方、この価格は気象に
よって大きく左右されることも明らかである。今後夏季のウィンドウが狭まり、極
圏が寒冷化し海氷条件が悪化する場合には、輸送コストは倍増する可能性もあるか
もしれない。また、それを吸収できる価格をアジア太平洋市場が提示してくれれば
良いが、例えば、過去の 30年程度の価格も勘案した場合、その平均は 7ドルを切り、
結果、経済性は厳しいということになる。気象条件と今後 20年後の LNG価格が
どのような価格帯で推移しているかという当事者がコントロールできない事象を
いかにプロジェクトの経済性に反映・評価するかという課題が明らかになりつつあ
る。

8．おわりに
これまで北極圏における炭化水素ポテンシャルは高いこと、そして、流氷の後退と海氷
条件の変化により資源へのアクセス及び生産物の搬出が容易になりつつある状況を示して
きた。また、2014年 9月の Rosneft及び ExxonMobilによるカラ海試掘井の成功はガスリッ
チと考えられてきた同地域について原油及びコンデンセートの賦存ポテンシャルを期待さ
せるものであり、原油生産量が早晩減退を迎えるロシアにとっては、北極資源開発は将来
の生産量（国の財政）を補完する最重要フロンティアとして極めて重要なテーマとなって
いる。上述の通り、最大級の優遇税制を適用し、ロシアが身を切る形でロシア企業及び外
資の誘致を進めている背景がここにあり、外資メジャーにとっても巨大な埋蔵量が期待で
き、他地域では得難い大幅なリプレイスメントを実現できる魅力もある。さらに現在ロシ
アに課されている欧米制裁が「将来的石油生産ポテンシャル（大水深・北極海・シェール
層）」をターゲットとした理由もまたここにある。オフショア開発において技術を有さない
ロシアは、自ら技術を有する陸上（ヤマル LNGプロジェクト・アルクチク LNG-2プロジェ
クト）及び浅海にて上流開発を進めており、既にその成果が上がりつつある。また、長い
石油産業の歴史を持ち、基礎科学レベルの高いロシアに、欧米制裁が西側技術に頼らず独
自に開発する能力を醸成する機会を与えているとの見方もある。
他方で、厳しい環境条件による制約とインフラの欠如、砕氷船によるサポートが必要な
北極海航路の活用というコスト増加要因により、プロジェクトの実現には高油価（70USD
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以上）という条件（現在の油価（50USD～ 60USD）では難しい）、政府の優遇税制、海洋
鉱区・LNGプロジェクトでは外資の技術が不可欠というのが実際であり、自然環境保護と
事故防止のための厳しいリスクマネジメント、コンプライアンス対応も参画企業には求め
られていくだろう。
また、温暖化によって夏季の航行ウィンドウが広がりつつあることから新たなルートと
して期待が高まる北極海航路だが、通年航行が保証されないリスクと海氷条件によって航
行日数が流動するリスクを有し、欧亜を結ぶルートとしては消費地が限定されるためスエ
ズ航路の魅力に劣後することから、現在の状況を前提とすればその活用は、ロシアからの
エネルギー資源輸出（片道は空輸送）、そして、欧亜を直接航行し日数短縮を優先する案件
がメインとなると考えられる。
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